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国庫補助額
（円）

県補助額
（円）

臨時交付金充当
額（円）

一般財源
（円）

613,295,552 18,584,000 60,327,000 531,598,000 2,786,552

1 単
東浦町食事
クーポン券事
業

①食事クーポンを配布することで、町内飲食店の利用を
促進し、町内中小事業者を支援
②食事クーポン券　3千円×50,300人

R2.8 R3.3 139,358,632 0 14,000,000 124,704,000 654,632

・消耗品費（事務用品）　2,665円
・郵便料金　2,447,651円
・封入委託料　2,313,850円
・補助金（町商工会）　134,594,466円

・配布冊数　50,251冊
・利用割合　87.4％

販売を伴わない形で全町民に対
し平等に配布することができ、飲
食店利用の促進を図ることができ
た。
また、クーポン券であるため、会
計時において原価相当分が現金
収入となり、事業者負担の軽減を
図ることができた。

商工振興課

2 単
GIGAスクー
ル町持ち出し
分

①GIGAスクール構想の早期実現
②国補助事業対象外の教職員端末等に関する経費を交
付対象経費とする。

R2.6 R3.2 99,054,065 0 0 98,537,000 517,065 ・電算機借上料　計99,054,065円

・教職員端末　299台
・その他付属品
・ソフトウェアライセンス
・設定費
・消費税等

GIGAスクール構想の早期実現の
推進に寄与することができた。

学校教育課

3 単
新型コロナウ
イルス感染症
対策協力金

①中小企業・個人事業主に協力金を支払うことで、休業
要請への協力を支援
②休業要請対象施設の運営事業者に対し、１事業者あ
たり50万円（県25万円、町25万円）を交付

R2.4 R2.7 70,394,520 0 35,197,000 35,014,000 183,520

・時間外勤務手当　320,768円
・消耗品費（事務用品等）　63,017円
・郵便料金　10,735円
・交付金　70,000,000円

支給件数　140件
愛知県と協力して協力金を交付
することで、休業要請に応じた事
業者を支援することができた。

商工振興課

4 単 学校給食費
減免事業

①学校再開時から一定期間給食費（保護者が負担する
食材費相当額）を無償化することで、休業等に伴い増大
する保護者の経済的な負担を軽減
②学校再開時から３か月間における児童（小学生）、生
徒（中学生）の給食費の減免に係る費用

R2.6 R2.8 59,784,990 0 0 59,473,000 311,990 ・減免費用　59,784,990円
・小学校　152,481食
・中学校　 74,706食

学校臨時休業に伴い増大した、
保護者の経済的な負担を軽減す
ることができた。

学校給食セン
ター

5 単

新型コロナウ
イルス感染症
対策避難所
備品購入事
業

①避難所における３密を回避するため、避難所の空間配
置を屋外等へ拡大するとともに、備品を配備拡充するこ
とにより、有事の避難生活における感染拡大防止や避難
所運営の円滑化等を図る。
②
イ　サージカルマスク
ロ　アルコール消毒液
ハ　ワンタッチパーティション
二　防護キット
ホ　防災倉庫
ヘ　発電機
ト　投光器
チ　エアーマット（専用ポンプ含む）

R2.8 R3.3 41,723,340 0 3,723,000 37,802,000 198,340
・消耗品（マスク、消毒液等）　32,967,340
円
・機械器具等（防災倉庫等）　8,756,000円

・サージカルマスク　58,000枚
・アルコール消毒液　95缶
・ワンタッチパーティション　1,000
張
・防護キット　120セット
・防災倉庫　11基
・発電機　10台
・投光器　10台
・エアーマット（専用ポンプ含む）
1,000枚

避難所等へ新型コロナウイルス
感染症対策備品を配備したことに
より、避難所での感染拡大防止
や避難所運営の円滑化を図るこ
とができた。

防災交通課

6 単 妊産婦応援
特別給付金

①給付金を交付することでコロナ禍の各種制限により精
神的・経済的負担が増大している乳児及び妊産婦を応
援
②R2.4/28以降に生まれた子ども及び妊婦に対し、一人
10万円を給付

R2.8 R2.12 35,127,649 0 0 34,944,000 183,649 ・交付金　35,100,000円
・郵便料金　27,649円

支給件数　351件

育児に必要な物品の高騰、給与
の低減、配偶者の職の喪失な
ど、増大していた妊産婦の経済的
負担の軽減を図ることができた。

健康課

7 単 健康の道整
備事業

①季節を問わす歩くことのできる環境を整備することで、
フィットネスジム等のスポーツ施設が臨時休業となった際
における町民の健康づくり活動を支援
②ウォーキングコース整備に要する経費

R2.8 R3.3 34,499,300 0 0 34,319,000 180,300 ・道路維持修繕工事　34,499,300円
舗装整備
　延長609ｍ
　面積1,824㎡

雑草の繁茂を抑制し、路面状態
が改善されたため、快適なウォー
キング環境の整備により、町民の
健康づくり活動を支援することが
できた。利用者からも「利用しや
すくなった。」との意見を受けてい
る。

土木課

8 補
学校保健特
別対策事業
費補助金

（学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援事
業）
①学校再開に際して、各学校が実施する感染症対策、
子どもたちの学習保障等を支援する。
②学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る経費

R2.4 R3.3 31,024,763 15,500,000 0 15,447,000 77,763
・消耗品費、食糧費（クールタオル、塩タ
ブレット等）　2,083,763円
・交付金　28,941,000円

・藤江小支出額　3,000,631円
・生路小支出額　3,000,708円
・片葩小支出額　3,000,320円
・石浜西小支出額　3,000,554円
・緒川小支出額　4,000,752円
・卯ノ里小支出額　3,000,446円
・森岡小支出額　3,000,016円
・東浦中支出額　4,000,382円
・北部中支出額　3,000,533円
・西部中支出額　2,020,421円

感染リスクを最小限にしながら学
校を再開し、十分な教育活動を継
続するため、必要な備品を整備
するとともに、各学校が実施する
取組に係る経費を交付することに
より、学校における感染症対策を
徹底しながら児童及び生徒の学
びを保障する体制を整備すること
ができた。

学校教育課

9 単

中小企業者
等機械設備
等維持支援
補助金

①償却資産税を補助することで、町内中小企業の機械
等の維持負担を軽減
②償却資産税相当額の2分の1の補助（上限50万円）

R2.6 R3.3 13,347,000 0 0 13,277,000 70,000 ・補助金　13,347,000円 支給件数　73件

売上が減少した中小企業者等に
対し、補助金を交付することで、
固定資産税の負担軽減並びに事
業の継続を支援することができ
た。

商工振興課

10 単

学習指導員
配置事業及
びスクール・
サポート・ス
タッフ配置事
業

①臨時休業中における未指導分の授業や、学校再開に
伴う個々の学習状況に合わせた補習を行うことで、児
童・生徒の学習活動を支援する。夏季休業期間を授業
日とした日におけるトイレ清掃作業、手すり・ドアノブ・ス
イッチ等児童生徒がよく触れる箇所の消毒作業等を行
い、教員が児童生徒への指導や教材研究等に注力でき
る体制を整備する。
②補習等のための指導員等派遣に要する経費

R2.7 R2.8 7,806,304 0 5,203,000 2,590,000 13,304

・報酬（会計年度任用職員）　6,450,462円
・期末手当（会計年度任用職員）
1,135,879円
・交通費　219,963円

・学習指導員配置事業
　配置人数　59人
・スクール・サポート・スタッフ配置
事業
　配置人数　25人

・臨時休業中における未指導分
の授業や、学校再開に伴う個々
の学習状況に合わせた補習を行
うことで、児童・生徒の学習活動
を支援することができた。
・夏季休業期間を授業日とした日
における清掃作業、消毒作業等
を行い、教員が児童生徒への指
導や教材研究等に注力できる体
制を整備することができた。

学校教育課

11 単
マスク・防護
服医療機関
提供事業

①感染拡大の防止、医療提供体制の整備、安全な環境
での検診・乳幼児健診実施
②
イ　サージカルマスク
ロ　N95マスク
ハ　消毒液
ニ　健診用物品
ホ　消毒用物品
ヘ　産業廃棄物処理業務委託
ト　郵送代（乳児健診等通知、がん検診通知）

R2.4 R3.3 7,023,076 0 0 6,986,000 37,076

・消耗品費（マスク、消毒用物品等）
6,569,760円
・産業廃棄物処理業務委託料　1,980円
・郵便料金　451,336円

・サージカルマスク　102,000枚
・N95マスク　2,500枚
・消毒液
・健診用物品
・消毒用物品
・産業廃棄物処理業務委託
・郵送代

医療機関へマスクの配布を行うこ
とで、マスク不足の問題を低減す
ることができた。

健康課

12 単
就学援助受
給者特別給
付金

①経済的な理由により就学が困難な児童・生徒の保護
者に対し、新型コロナウイルス感染症の影響による経済
的負担の軽減を図る。
②令和2年7月分の就学援助の支給を受けている者（ひ
とり親世帯臨時特別給付金の受給世帯は除く。）及び生
活保護（要保護）受給世帯に対し、1世帯5万円、第2子以
降1人につき3万円を給付

R2.8 R3.3 6,770,000 0 0 6,735,000 35,000 ・交付金　6,770,000円
支給件数　161件
・小学校児童　105人
・中学校生徒　56人

新型コロナウイルス感染症の影
響による経済的負担の軽減を図
ることができた。

学校教育課

13 単 中小事業者
家賃補助金

①売上の減少した町内中小企業の事業所等の家賃の一
部を補助することで、事業継続を支援
②対象事業所等の家賃（２月分の家賃の１／２）を補助
イ　売上減少額50％以上…30万円上限
ロ　売上減少額50％未満30％以上…20万円上限
※住宅用家屋（兼用含む）はそれぞれの１／２の額が上
限

R2.5 R3.3 6,554,000 0 0 6,520,000 34,000 ・補助金　6,554,000円 支給件数　46件

売上が減少した中小企業者等に
対し、補助金を交付することで、
事業の継続を支援するとともに、
家賃負担の軽減を図ることができ
た。

商工振興課

14 単 明徳寺川整
備事業

①ウォーキングロードに川を横断できる施設を整備する
ことで、フィットネスジム等のスポーツ施設が臨時休業と
なった際における町民の健康づくり活動を支援
②親水施設整備のための経費

R2.8 R3.3 6,347,000 0 0 6,314,000 33,000 ・河川親水施設検討業務委託料
6,347,000円

・測量業務
　現地測量2,500㎡
　路線測量0.05㎞
・設計業務
　護岸詳細設計　1式

川を横断できる施設の整備に向
け、測量及び設計を進めることが
できた（令和３年度工事予定）。

土木課

15 単

サーマルカメ
ラ及びサー
キュレーター
導入事業

①公共施設内の感染拡大を未然に防止するため、非接
触で発熱者を検出するサーマルカメラ及び施設内の換
気のためのサーキュレーターを導入する。
②サーマルカメラ及びサーキュレーター購入に要する経
費

R2.8 R2.10 5,935,920 0 0 5,905,000 30,920

・消耗品費（サーキュレーター）
1,173,250円
・庁用器具費（サーマルカメラ）
4,762,670円

・サーキュレーター　126台
・サーマルカメラ　40台

来庁者に対し、施設入館時の注
意喚起を行うとともに、施設の換
気を行うことで感染リスクの低減
を図ることができた。

総務課他

16 単 宅配ボックス
設置補助金

①宅配時の接触による感染リスクの低減や再配達の削
減を目的として町民が設置する宅配ボックスの費用の一
部を補助
②宅配ボックスの設置費の補助に要する経費

R2.8 R3.3 5,051,000 0 0 5,025,000 26,000 ・補助金　5,051,000円 支給件数　101件

助成金による宅配ボックスの設置
促進により、住民の配達員との接
触機会や、買い出しによる外出機
会の低減を図ることができた。
アンケート結果においても、回答
者の69％が、新型コロナウイルス
感染症対策に効果があったとして
いる。

企画政策課

17 単

住宅用地球
温暖化対策
機器設置費
補助（当初
分）

①家庭用燃料電池システム等の購入を支援することで、
住民の災害時の電源確保を促し、避難所の３密や集団
感染を防止
②災害時での電力供給に役立つ機器等の購入に対する
補助に係る経費

R2.4 R3.1 4,900,000 0 1,225,000 3,656,000 19,000 ・補助金　4,900,000円

・家庭用燃料電池システム  ８件
・家庭用エネルギー管理システム
16件
・定置用リチウムイオン蓄電シス
テム　41件

補助金による家庭用燃料電池シ
ステム等の購入を支援したことに
より、住民の災害時の電源確保
に役立つ機器の導入が増加し、
避難所の３密や集団感染の防止
対策に繋げることができた。

環境課

18 単

新型コロナウ
イルス感染症
対策協力金
（理美容事業
者）

①県休業要請に伴い休業等に応じた理美容業者へ協力
金を交付することで、休業に伴う売り上げ等の減少を補
填
②理美容者１事業者あたり10万円

R2.4 R2.7 4,300,000 0 0 4,278,000 22,000 ・交付金　4,300,000円 支給件数　43件
愛知県と協力することで、休業要
請に応じた理美容事業者を支援
することができた。

商工振興課

19 単

東浦町児童
扶養手当受
給対象者特
別給付金

①ひとり親世帯に給付措置を行うことで、生活の安定を
図る
②給付金　1万円

R2.5 R2.5 3,971,168 0 0 3,950,000 21,168 ・郵便料金　21,168円
・交付金　3,950,000円

支給件数　395件

新型コロナウイルスの影響によ
り、厳しい社会情勢が続く中、低
所得のひとり親世帯に臨時特別
給付金を支給することにより、生
活の安定を図ることができた。

児童課

20 単

住宅用地球
温暖化対策
機器設置費
補助

①家庭用燃料電池システム等の購入を支援することで、
住民の災害時の電源確保を促し、避難所の３密や集団
感染を防止
②災害時での電力供給に役立つ機器等の購入に対する
補助に係る経費

R2.4 R3.4 3,830,000 0 957,000 2,859,000 14,000 ・補助金　3,830,000円

・家庭用燃料電池システム　10件
・家庭用エネルギー管理システム
13件
・定置用リチウムイオン蓄電シス
テム　29件

補助金による家庭用燃料電池シ
ステム等の購入を支援したことに
より、住民の災害時の電源確保
に役立つ機器の導入が増加し、
避難所の３密や集団感染の防止
対策に繋げることができた。

環境課

21 単 Web会議用設
備導入事業

①Web会議の環境を整備することで、不要な外出・接触
機会を減らし、職員の感染リスクを低減する。
②Web会議の環境整備に必要な機器等の導入に要する
経費

R2.8 R2.12 3,564,352 0 0 3,546,000 18,352 ・機械器具等（Web会議用パソコン等）
3,564,352円

・タブレット12台
・ソフトウェア一式
・プロジェクタ2台
・スピーカーフォン2台

緊急事態宣言以降Web会議の需
要が非常に高まっており、Web会
議を実施できる環境を整備するこ
とで、職員の外出機会を減らすこ
とが可能となった。

広報情報課

22 単

庁舎及び事
務室飛沫感
染予防対策
事業

①公共施設の受付窓口や事務室内にアクリルパネル等
の飛沫防止措置を講じることで、新型コロナウイルス感
染症感染拡大防止を図る。
②フィルム及びアクリルパネル等飛沫防止に資する備品
等の設置・購入に要する経費

R2.4 R3.3 3,148,743 0 0 3,132,000 16,743

・消耗品費（仕切りパネル等）　1,421,743
円
・庁用器具費（支柱式アクリルパーテー
ション等）　1,727,000円

・消耗品購入（仕切りパネル等）
購入
・職員机パーテーション200台
・窓口支柱式アクリルパーテー
ション１式

飛沫による感染を抑制することが
できた。

総務課

担当課
総事業費
（円）

合計

Ｎｏ

効果・検証

①実績
（具体的数値を記入）

②効果検証

【令和２年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金】
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交付対象事
業の名称

事業の概要
①目的
②経費内容

事業
始期

事業
終期

事業経費内訳

23 補
学校臨時休
業対策費補
助金

①臨時休校に伴う学校給食の中止に伴い、食材の納入
業者へ違約金を支払うことで、納入業者の事業継続を支
援
②納入業者に対して発注されていた食材に係る違約金
及び保護者への給食費返金に要する経費

R2.6 R3.1 2,752,252 2,065,000 0 684,000 3,252 ・食材納入業者への違約金　2,752,252円 支払納入業者　３社
学校臨時休業に伴い影響を受け
た納入業者の負担を軽減でき
た。

学校給食セン
ター

24 単

体育館・ふれ
あいセンター
感染予防事
業

①スポーツ施設利用者の集団感染及び熱中症を防止す
るため、換気設備及び冷房設備を整備する。
②サーキュレーター及びスポットエアコンの購入に要す
る経費

R2.8 R2.11 2,534,400 0 0 2,521,000 13,400 ・サーキュレーター、スポットエアコン
2,534,400円

・サーキュレーター　10台
・スポットエアコン　６台

・サーキュレーターの導入により、
施設内での感染リスクの低減を
図ることができた。
・スポットエアコンの導入により、
施設内での熱中症リスクを低減
することができた。

スポーツ課

25 単
設備投資・販
路開拓補助
金

①町内中小企業の前向きな投資・新たな開拓への支援
②国が実施する生産性革命推進事業・JAPANブランド育
成支援事業補助金の事業者負担分の2分の1の額

R2.8 R3.4 1,905,000 0 0 1,895,000 10,000 ・補助金　1,905,000円 支給件数　６件

補助金を交付することにより、事
業の継続支援並びに設備投資、
販路開拓等に係る負担軽減を図
ることができた。

商工振興課

26 単
健康教育メ
ディア配信事
業

①これまで対面で実施してきた健康教室等をメディアを
通じて配信することで、感染機会を減らしつつ、広く情報
提供を行う。
②健康教育用媒体（動画）の作成経費

R2.8 R3.3 1,499,100 0 0 1,491,000 8,100 ・健康支援業務委託　1,255,100円
・報償費（助産師等）　244,000円

健康教育用媒体（動画）　15動画

集団で行っていた健康教室の情
報提供を、メディアを通じて発信
することで、人との接触機会を減
らし、感染リスクの低下に繋げる
ことができた。

健康課

27 補
学校保健特
別対策事業
費補助金

（感染症対策のためのマスク等購入支援事業）
①学校再開等にあたり集団感染のリスクを避け、児童生
徒が安心して学ぶことができる体制の整備を促進するた
め、保健衛生用品等購入を支援する。
②感染症対策のためのマスク等購入に係る経費

R2.4 R3.1 1,430,266 711,000 0 716,000 3,266 ・消耗品費（消毒液等）　1,430,266円

・小学校消耗品費（消毒液等）購
入額　951,131円
・中学校消耗品費（消毒液等）購
入額　479,135円

学校再開等にあたり、消毒液、ハ
ンドソープ、使い捨て手袋等の購
入を支援することで、集団感染の
リスクを避け、児童生徒が安心し
て学ぶことができる体制を整備す
ることができた。

学校教育課

28 単
経済対策信
用保証料補
助金

①融資に係る信用保証料を補助することで、町内事業者
の負担を軽減
②セーフティネット融資を受けた事業者への信用保証料
の補助（上限10万円）に係る経費

R2.4 R2.8 1,091,200 0 0 1,086,000 5,200 ・補助金　1,091,200円 支給件数　11件

補助金を交付することにより、融
資に係る保証料の負担軽減並び
に事業の継続支援を図ることが
できた。

商工振興課

29 単
公共施設消
毒設備配布
事業

①公共施設での感染機会の削減のため、自動指手消毒
器及び消毒液を配備する。
②消毒液、自動手指消毒器を購入経費

R2.8 R3.3 958,324 0 0 953,000 5,324 ・消耗品費（消毒液、消毒器）　958,324円
・自動消毒液噴霧器　38台
・消毒液　60缶

出入口に設置し、入所退所時に
手指消毒を実施してもらうことで、
感染対策を図ることができた。

健康課

30 単
中央図書館
感染症対策
事業

①本の消毒器を設置し、接触感染対策を図る。
②図書用消毒器の設置に要する経費

R2.8 R2.11 948,200 0 0 943,000 5,200 ・図書消毒器　948,200円 図書消毒器購入　１台

貸し出しした図書を介した接触感
染が防止できた。また利用者自ら
図書の除菌ができるため、図書
利用の際の安心感に繋がった。
※令和２年度末使用実績：855回

図書館

31 単

個人番号利
用事務系NW
追加敷設事
業

①町文化センターに個人番号利用事務系のネットワーク
環境を敷設することで、町職員のサテライト勤務環境を
整備
②町文化センターに個人番号利用事務系のNW環境を敷
設する経費

R2.8 R3.3 866,250 0 0 862,000 4,250
・通信回線利用料　8,250円
・個人番号利用事務系ネットワーク追加
敷設業務委託料　858,000円

町文化センターへ個人番号利用
事務系ネットワーク環境の敷設

町職員のサテライト勤務環境を整
備することができた。
なお、現在は新型コロナウイルス
ワクチンコールセンターンターとし
て活用している。

広報情報課

32 単
飲食店テイク
アウト等支援
金

①テイクアウトに係る費用を補助することにより、事業継
続を支援
②上限100千円（事業に要した費用の１／２）

R2.5 R2.8 853,000 0 0 849,000 4,000 ・補助金　853,000円 支給件数　14件

補助金の交付によりテイクアウト
事業の促進が図られ、会食に伴
う接触のリスクを軽減することが
できた。
また、テイクアウト事業に係る費
用を補助することにより、事業の
継続支援を図ることができた。

商工振興課

33 単

庁舎及び事
務室飛沫感
染予防対策
事業（当初
分）

①公共施設の受付窓口や事務室内にアクリルパネル等
の飛沫防止措置を講じることで、新型コロナウイルス感
染症感染拡大防止を図る。
②フィルム及びアクリルパネル等飛沫防止に資する備品
の設置・購入に要する経費

R2.4 R2.7 632,068 0 0 629,000 3,068

・施設修繕料（フィルム貼り工事）
440,000円
･消耗品費(ビニールシート等）　55,668円
・庁用器具費（支柱式パーテーション）
136,400円

・窓口透明フィルム設置
・消耗品（ビニールシート等）購入
・窓口支柱式パーテーション１式

飛沫による感染を抑制することが
できた。

総務課

34 補
障害者総合
支援事業費
補助金

（在宅障害者等に対する安否確認等支援事業）
①自宅訪問等による安否確認、緊急的な相談受付及び
情報提供等を実施することで、在宅障害者等の生活を支
援
②負担割合：国１／２

R2.4 R3.3 616,100 308,000 0 306,000 2,100 ・障害者（児）安否確認等支援扶助
616,100円

安否確認実績
・障害者　72人
・障害児　130人

事業所が休所し、福祉サービス
が受けられない在宅障害者・児に
対し、現状把握や個別相談を行う
ことで、安心・安全を確保すること
ができた。

障がい支援課

35 単
石浜西小学
校保健室エア
コン更新事業

①新型コロナウイルス感染症対策のため、保健室の空
調設備を更新
②エアコン更新に係る費用を交付対象経費とする。

R2.7 R2.8 613,800 0 0 611,000 2,800 ・エアコン更新工事　613,800円 保健室エアコン更新　１台

室内を適温にすることにより、熱
中症の防止に寄与でき、体調不
良の児童に対して速やかな対応
が可能になった。

学校教育課

36 単
保健センター
スリッパ滅菌
機設置事業

①町保健センターへ拡大防止に資する設備を設置し、感
染拡大防止を図る。
②スリッパ滅菌機設置

R2.8 R2.12 577,500 0 0 574,000 3,500 ・スリッパ滅菌機　577,500円 スリッパ滅菌機　３台

施設の足元からの感染対策を講
じることで、利用者にとってより安
心安全な利用と感染リスクの低
減を図ることができた。

健康課

37 単
議場飛沫感
染予防対策
事業

①議場にアクリルパネル等の飛沫感染防止対策を講じ
ることで、新型コロナウイルス感染症拡大防止を図る。
②アクリルパネル及びビニールシートの購入・設置に要
する経費

R3.1 R3.3 550,000 0 0 547,000 3,000
・庁用器具費（パーテーション）　231,000
円
・消耗品費（パーテーション）　319,000円

・庁用器具費
アクリル板　６組（傍聴席と議員
席の間）
ビニール　議長席１組設置
・消耗品
ビニール　16組（議員席・職員席・
演壇・質問席）設置

議場内への飛沫パーテーション
の設置により、飛沫拡散リスクを
抑えた上で会議が運営できた。
議会関係者において、新型コロナ
ウイルス感染症に罹患した者は
いない状況となっている。

議会事務局

38 単
次世代自動
車購入費補
助

①電源供給が可能な次世代自動車の購入費の一部を
補助することで、有事の在宅避難を促進する。また、町
民の保有する次世代自動車を避難所の電源供給に活用
することで、既設電源への避難者の集中を分散し、避難
所生活における感染拡大の防止を図る。
②次世代自動車の購入費の補助に要する経費

R2.8 R3.4 450,000 0 0 448,000 2,000 ・補助金　450,000円

・燃料電池（ＦＣＶ）　１件
・プラグインハイブリッド（ＰＨＶ）
１件
・電気（ＥＶ）　４件

補助金による電源供給が可能な
次世代自動車の購入費の一部を
補助したが、リードタイム等の問
題から導入実績は伸びず、効果
は限定的なものとなった。

環境課

39 単

北部中学校・
西部中学校
相談室　空調
設備追加事
業

①夏季開校時の熱中症対策のため、相談室に空調設備
を整備
②空調設備の設置に要する経費

R2.4 R2.7 367,400 0 0 365,000 2,400 ・空調設備工事　367,400円
・北部中学校　相談室　１台
・西部中学校　相談室　１台

室内を適温にすることにより、熱
中症の防止に寄与することができ
た。

学校教育課

40 単 観光活性化
チラシ事業

①観光活性化に向けたチラシを作成し、配布することで
地域経済の活性化を図る。
②チラシ作成及び配布に係る費用

R2.8 R2.9 367,000 0 0 365,000 2,000 ・補助金（観光協会）　367,000円
・新聞折込部数　49,350部
・ぶどう組合等配布　650部

チラシを作成することにより特産
品である巨峰ぶどうや観光みや
げ品推奨品のPRを行うことがで
き、事業者の新型コロナウイルス
感染症拡大による売上減の影響
を軽減することができた。

商工振興課

41 単

おだいちゃん
マスクケース
小・中学校配
布事業

①町観光協会のＰＲ及び新型コロナ対策としてマスク
ケースを作成し、町内の小・中学生に配布
②マスクケースの作成に要する経費

R2.8 R2.9 305,000 0 0 303,000 2,000 ・補助金（観光協会）　305,000円
町内小中学生配布個数　約4,200
個

観光協会がマスクケースを配布
することにより、マスクを外した際
のマスク置き場の解消並びに町
内の観光事業への啓発を図るこ
とができた。

商工振興課

42 単
保健センター
倉庫設置事
業

①感染症対策用の消毒等を保管・管理するため、保健セ
ンターに倉庫を設置
②倉庫の設置に要する経費

R2.8 R2.11 294,800 0 0 293,000 1,800 ・倉庫設置費　294,800円 倉庫設置　１台

消毒等感染対策に必要な物品を
備蓄しておくことで、必要時物品
の供給を円滑に行うことが可能と
なった。

健康課

43 単

経済対策信
用保証料補
助金（当初
分）

①融資に係る信用保証料を補助することで、町内事業者
の負担を軽減
②セーフティネット融資を受けた事業者への信用保証料
の補助　（上限10万円）に係る経費

R2.4 R2.6 100,000 0 0 99,000 1,000 ・補助金　100,000円 支給件数　１件

補助金を交付することにより、事
業の継続支援並びに融資に係る
保証料の負担軽減を図ることが
できた。

商工振興課

44 単

特別支援学
校等の臨時
休業に伴う放
課後等デイ
サービス支援
事業

①放課後デイサービス事業所に対し補助金を交付するこ
とで、特別支援学校等の臨時休校に伴う放課後デイ
サービス利用増加により負担が増大した保護者を財政
的に支援
②４月～３月利用分（県２／３）

R2.4 R3.3 29,813 0 22,000 7,000 813 ・放課後等デイサービス支援　29,813円
・対象実児童12人
・提供事業所　17事業所

小学校、中学校、高等学校、特別
支援学校への一斉臨時休校によ
り、保護者が仕事を休めず自宅
等で一人で過ごすことができない
児童のサービス利用の増加によ
る保護者の費用負担軽減を図る
ことができた。

障がい支援課

45 単
一部証明書
交付手数料
等減免事業

①本人または同一世帯員が郵送またはあいち電子申
請・届出システムにより各種証明書等を申請する場合に
限り、一部証明書について交付手数料を減免及び返信
に係る郵便料金を町が負担することで、役場内での密
集、密着環境を緩和し、新型コロナウイルス感染症のま
ん延を防止
②郵送等により申請のあった一部証明書（所得・課税
（非課税）証明、納税証明、完納証明、住民票、住民票
記載事項証明書）の手数料の減免に係る費用

R2.5 R2.7 28,027 0 0 28,000 27

・租税に関する証明手数料減免　13,000
円
・戸籍住民基本台帳等証明手数料減免
7,000円
・郵便料金　8,027円

・租税に関する証明　65件
・戸籍住民基本台帳等証明　35
件

窓口混雑の解消に寄与すること
ができた。

税務課
住民課

46 単
トイレにおけ
る感染予防
対策事業

①感染の危険性があるトイレに対し、便器の消毒等を行
うことで感染拡大を防止
②トイレの消毒に要する経費

R2.8 R3.3 10,230 0 0 10,000 230 ・感染予防対策委託　10,230円 トイレの消毒作業業務の追加 接触による感染が抑制できた。 総務課

【参考：令和３年度繰越分】　※下記、２事業において、25,067千円充当予定

1 単

保健センター
公的空間安
全・安心確保
事業

①町保健センターへ拡大防止に資する各種設備を設置
するとともに、老朽化したエアコンを更新することで施設
の換気機能を向上し、検診・教室等の実施における安全
な環境を整備
②町保健センター内設備の設置及び更新に係る経費

R2.12 R3.7(予定) ― ― ― ― ― ― ― ― 健康課

2 単
中小企業者
等事業継続
支援補助金

①新型コロナウイルスの影響を受けた中小企業者等へ
の補助を行うことで、町内中小事業者の事業継続を支援
②
イ　個人事業主
（R1事業所得金額-R2事業所得金額-100万）×補助率
（2/10）※上限100万円
ロ　法人（中小企業・小規模事業者）
（前期所得金額-直近期所得金額-100万円）×補助率
（2/10）※上限100万円
ハ　会計年度任用職員報酬

R3.3 R4.3（予定） ― ― ― ― ― ― ― ― 商工振興課
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